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令和４(2022)年
６月24日(金)
第315号

令和４（2022）年6月24日　金曜日

告 示
栃木県告示第338号 
　令和４（2022）年度における２等陸士、２等海士及び２等空士として採用する自衛官並びに自衛官候補生の
募集期間が次のとおり定められたので、自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第114条（同令第118条の規
定によりその例によることとされる場合を含む。）の規定により告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

募 集 種 目 募 集 期 間

自衛官候補生（陸・海・空）
（男子・女子）

令和４（2022）年７月１日（金）～同年８月３日（水）

令和４（2022）年７月１日（金）～同年８月31日（水）

令和４（2022）年７月１日（金）～同年９月14日（水）
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一般曹候補生（陸・海・空）
（男子・女子） 令和４（2022）年７月１日（金）～同年９月５日（月）

航空学生（海・空）
（男子・女子） 令和４（2022）年７月１日（金）～同年９月８日（木）

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第339号
　自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第117条第１項（同令第118条の規定によりその例によることとさ
れる場合を含む。）の規定により、２等陸士、２等海士及び２等空士として採用する自衛官並びに自衛官候補
生の採用試験の試験期日並びに試験場の位置及び名称（以下「試験期日等」という。）を次のとおり定めたの
で告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

募 集 種 目 等 試 験 期 日 試 験 場 の 名 称 試 験 場 の 位 置

自衛官候補生
（陸・海・空）
（男子・女子）
※募集期間８月
３日（水）まで

１　学科試験、適性検査及び作文
（Ｗｅｂ試験方式）
令和４（2022）年８月21日（日）及び
同月22日（月）（任意の１日）
※同月23日（火）
※状況に応じて予備日を設定

各担当地域事務所等

※志願者へ別途通知

２　口述試験及び身体検査
令和４（2022）年８月27日（土） ※志願者へ別途通知

自衛官候補生
（陸・海・空）
（男子・女子）
※募集期間８月
31日（水）まで

１　学科試験、適性検査及び作文
（Ｗｅｂ試験方式）
令和４（2022）年９月16日（金）及び
同月17日（土）（任意の１日）
※同月18日（日）
※状況に応じて予備日を設定

各担当地域事務所等

※志願者へ別途通知

２　口述試験及び身体検査
令和４（2022）年９月23日（金）、同
月24日（土）及び同月25（日）のうち
指定された日

陸上自衛隊北宇都宮駐
屯地

宇都宮市上横田町1360
番地

自衛官候補生
（陸・海・空）
（男子・女子）
※募集期間９月
14日（水）まで

１　学科試験、適性検査及び作文
（Ｗｅｂ試験方式）
令和４（2022）年９月25日（日）及び
同月26日（月）（任意の１日）
※同月27日（火）
※状況に応じて予備日を設定

各担当地域事務所等

※志願者へ別途通知

２　口述試験及び身体検査
令和４（2022）年10月１日（土）及び
同月２日（日）のうち指定された日

⑴　口述試験会場
雀宮地区市民センター 宇都宮市新富町９番４

号

⑵　身体検査会場
陸上自衛隊宇都宮駐屯
地

宇都宮市茂原１丁目５
番45号

一般曹候補生 １ 令和４（2022）年９月17日（土）

栃木県総合文化セン
ター 宇都宮市本町１-８
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（陸・海・空）
（男子・女子）

次
　 白鷗大学本キャンパス 小山市駅東通り２丁目

２番２号

２
次

令和４（2022）年10月８日（土）
及び同月９日（日）のうち指定さ
れた日

陸上自衛隊宇都宮駐屯
地

宇都宮市茂原１丁目５
番45号

航 空 学 生
（海・空）
（男子・女子）

１
次 令和４（2022）年９月19日（月） 宇都宮地方合同庁舎 宇都宮市桜５丁目１番

13号

２
次

令和４（2022）年10月15日（土）
から同月20日（木）のうち指定さ
れた日

合格者へ別途通知

　備考
　　一般曹候補生（陸・海・空）（男子・女子）の１次試験に係る試験場の指定は、志願者に別途通知する。
　　航空学生の２次試験に係る試験期日等については、１次試験の合格者に対し別途通知する。

（市町村課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第340号
　令和４年度栃木県一般会計補正予算（第１号）については、令和４（2022）年６月17日成立したので、その
要領を次のとおり公表する｡
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
　令和４年度栃木県一般会計補正予算（第１号）
　今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症に関し、今後の感染拡大に備えるため、自宅療養者の健康観
察体制の充実を図るとともに、いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会における感染防止対策を強化するほか、当
面する緊要な課題に適切に対処することとして編成したものである。
　補正予算の総額は、17億6,551万円の増額となり、既定予算が１兆86億円であったので、補正後の予算総額
は、１兆103億6,551万円となった｡
　歳入及び歳出の補正額の内訳並びに主な事業の内容は、それぞれ次のとおりである｡
⑴　歳入 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 県 税 256,000,000 256,000,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 95,091,000 95,091,000

３ 地 方 譲 与 税 39,397,000 39,397,000

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,500,000 1,500,000

５ 地 方 交 付 税 140,600,000 140,600,000

６ 交通安全対策特別交付金 600,000 600,000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,735,030 2,735,030

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,071,006 11,071,006

９ 国 庫 支 出 金 149,569,640 1,492,059 151,061,699

10 財 産 収 入 1,455,676 1,455,676

11 寄 附 金 85,371 85,371

12 繰 入 金 29,437,192 4,195 29,441,387
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13 繰 越 金 1,000,000 235,256 1,235,256

14 諸 収 入 190,658,085 190,658,085

15 県 債 89,400,000 34,000 89,434,000

合 計 1,008,600,000 1,765,510 1,010,365,510

⑵　歳出 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 議 会 費 1,446,022 1,446,022

２ 総 務 費 54,149,202 373,788 54,522,990

３ 民 生 費 112,468,703 2,904 112,471,607

４ 衛 生 費 101,776,946 1,313,475 103,090,421

５ 労 働 費 1,858,377 1,858,377

６ 農 林 水 産 業 費 36,506,111 53,810 36,559,921

７ 商 工 費 185,829,529 185,829,529

８ 土 木 費 81,990,058 81,990,058

９ 警 察 費 44,550,336 14,783 44,565,119

10 教 育 費 183,772,949 6,750 183,779,699

11 災 害 復 旧 費 2,549,514 2,549,514

12 公 債 費 99,667,903 99,667,903

13 諸 支 出 金 101,034,350 101,034,350

14 予 備 費 1,000,000 1,000,000

合 計 1,008,600,000 1,765,510 1,010,365,510

⑶　歳出（性質別） （単位　千円）

区 分 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 職 員 費 195,419,836 195,419,836

２ 公 共 事 業 費 58,853,237 58,853,237

３ 建 設 事 業 費 68,028,013 131,389 68,159,402

４ 公 債 償 還 費 99,667,903 99,667,903

５ 主 要 義 務 費 139,027,728 139,027,728

６ 税 交 付 金 等 101,034,350 101,034,350

７ 一 般 行 政 費 148,702,447 1,627,371 150,329,818

８ 受 託 事 務 費 2,322,719 2,322,719

９ 県 単 補 助 金 18,184,554 6,750 18,191,304

10 県 単 貸 付 金 169,324,974 169,324,974

11 災 害 復 旧 費 2,473,881 2,473,881
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12 直 轄 事 業 負 担 金 5,560,358 5,560,358

合 計 1,008,600,000 1,765,510 1,010,365,510

部局別主要事業 （単位　千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔環境森林部〕
１栃木県林業大学
（仮称）施設整備費

38,195 　栃木県林業大学校（仮称）の施設整備に要する経費の補正
　（補正前） 452,307 →（補正後） 490,502
　・継 続 費　令和４（2022）～５（2023）年度
　・継続費総額　1,431,066千円

〔保健福祉部〕
２感染症患者移送等
対 応 事 業 費

62,000
　
　入院する患者の移送等に要する経費の補正
　（補正前）  50,200 →（補正後） 112,200
　・事業内容　民間救急車借上による患者移送

３検 査 体 制 強 化 等
事 業 費

457,475 　保健環境センター及び医療機関等の検査体制の強化に要する経
費の補正
　（補正前） 342,432 →（補正後） 799,907
　１検査体制強化事業費 364,281
　　事業内容　保険適用される行政検査の公費負担
　２検査機関等設備整備事業費 93,194
　　⑴医療機関等検査機器導入補助事業費 78,374　
　　　・補助対象　ＰＣＲ検査機器等
　　　・補 助 率　国10/10
　　⑵公的検査機関検査機器導入事業費 14,820　
　・事業内容　  保健環境センターにおけるＰＣＲ検査機器の

追加配備

４健康観察フォロー
セ ン タ ー 設 置
事 業 費

794,000 　自宅療養者の健康観察実施体制の充実・強化に要する経費 
・事業内容 　新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援

システム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）を活用した外部委託
による自宅療養者の健康観察

５全国障害者スポーツ
大 会 派 遣
事 業 費

2,904 　いちご一会とちぎ大会への派遣に要する経費の補正
　（補正前）  67,435 →（補正後）  70,339
・事業内容   本県選手団等に対するＰＣＲ検査及び抗原定性検
　　　　　　査の実施

〔農政部〕
６台湾向け輸出促進
緊 急 対 策 事 業 費

15,615 　台湾における県産農産物の輸出促進に要する経費
　１輸入規制対応技術確立事業費 2,590
　２輸出販路開拓事業費 8,849
　３魅力・安全性ＰＲフェア開催事業費 4,176

〔国体・障害者スポー
ツ大会局〕
７国体・障スポ開催
事 業 費

351,158

　

　いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会の開催に要する経費の補正
　　（補正前） 5,335,824 →（補正後） 5,686,982
・事業内容　全選手団等に対する抗原定性検査、大会役員等に

 対するＰＣＲ検査及び抗原定性検査の実施に係る
県実行委員会への負担金
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８国体・障スポ行幸啓
等 諸 費

22,630 　いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会における行幸啓等の実施に
要する経費の補正
　（補正前） 214,354 →（補正後） 236,984
・事業内容　行幸啓等関係者に対するＰＣＲ検査及び抗原定性

検査の実施

９国民体育大会派遣費
補 助 金

6,750 　いちご一会とちぎ国体の派遣等に対する助成に要する経費の補
正
　（補正前） 77,478 →（補正後） 84,228
・実施主体　（公財）栃木県スポーツ協会
・補助対象　本県選手団等に対するＰＣＲ検査費
・補 助 率　10/10

10国 体・ 障 ス ポ
大 会 用 感 染 症
対 策 費

14,783 　いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会における警衛警備に要する
経費の補正
　（補正前） 4,684 →（補正後） 19,467
・事業内容　警衛警備に従事する警察職員に対するＰＣＲ検査

及び抗原定性検査の実施

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第341号
　令和４年度栃木県一般会計補正予算（第２号）については、令和４（2022）年６月17日成立したので、その
要領を次のとおり公表する｡
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
　令和４年度栃木県一般会計補正予算（第２号）
　今回の補正予算は、国の「コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に呼応し、物価高騰に直
面する生活困窮世帯の負担軽減を図るとともに、原油・原材料の価格高騰により影響を受けている中小企業・
小規模事業者や農業者、交通事業者等への支援を行うなど、必要な対策を迅速かつ適切に講じることとして編
成したものである。
　補正予算の総額は、30億7,919万円の増額となり、既定予算が１兆103億6,551万円であったので、補正後の
予算総額は、１兆134億4,470万円となった｡
　歳入及び歳出の補正額の内訳並びに主な事業の内容は、それぞれ次のとおりである｡
⑴　歳入 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 県 税 256,000,000 256,000,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 95,091,000 95,091,000

３ 地 方 譲 与 税 39,397,000 39,397,000

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,500,000 1,500,000

５ 地 方 交 付 税 140,600,000 140,600,000

６ 交通安全対策特別交付金 600,000 600,000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,735,030 2,735,030

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,071,006 11,071,006

９ 国 庫 支 出 金 151,061,699 2,170,090 153,231,789
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10 財 産 収 入 1,455,676 1,455,676

11 寄 附 金 85,371 85,371

12 繰 入 金 29,441,387 29,441,387

13 繰 越 金 1,235,256 1,235,256

14 諸 収 入 190,658,085 909,100 191,567,185

15 県 債 89,434,000 89,434,000

合 計 1,010,365,510 3,079,190 1,013,444,700

⑵　歳出 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 議 会 費 1,446,022 1,446,022

２ 総 務 費 54,522,990 469,500 54,992,490

３ 民 生 費 112,471,607 680,162 113,151,769

４ 衛 生 費 103,090,421 103,090,421

５ 労 働 費 1,858,377 1,858,377

６ 農 林 水 産 業 費 36,559,921 1,007,570 37,567,491

７ 商 工 費 185,829,529 921,958 186,751,487

８ 土 木 費 81,990,058 81,990,058

９ 警 察 費 44,565,119 44,565,119

10 教 育 費 183,779,699 183,779,699

11 災 害 復 旧 費 2,549,514 2,549,514

12 公 債 費 99,667,903 99,667,903

13 諸 支 出 金 101,034,350 101,034,350

14 予 備 費 1,000,000 1,000,000

合 計 1,010,365,510 3,079,190 1,013,444,700

⑶　歳出（性質別） （単位　千円）

区 分 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 職 員 費 195,419,836 195,419,836

２ 公 共 事 業 費 58,853,237 58,853,237

３ 建 設 事 業 費 68,159,402 46,317 68,205,719

４ 公 債 償 還 費 99,667,903 99,667,903

５ 主 要 義 務 費 139,027,728 116,500 139,144,228

６ 税 交 付 金 等 101,034,350 101,034,350

７ 一 般 行 政 費 150,329,818 635,665 150,965,483

８ 受 託 事 務 費 2,322,719 2,322,719
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９ 県 単 補 助 金 18,191,304 1,371,608 19,562,912

10 県 単 貸 付 金 169,324,974 909,100 170,234,074

11 災 害 復 旧 費 2,473,881 2,473,881

12 直 轄 事 業 負 担 金 5,560,358 5,560,358

合 計 1,010,365,510 3,079,190 1,013,444,700

部局別主要事業 （単位　千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔環境森林部〕
１特 用 林 産 物 省
エ ネ ル ギ ー 設 備
導 入 支 援 事 業 費

27,750 　特用林産物生産者の省エネルギー設備の導入に対する助成
　・事業主体　地域材を使用する法人及び個人
　・補助対象　ヒートポンプ、電気乾燥機等の導入
　・補 助 率　1/2以内

〔保健福祉部〕
２生活福祉資金貸付
事 業 費

500,000 　生活福祉資金貸付事業（緊急小口資金及び総合支援資金）の実
施に伴う貸付原資等への助成に要する経費
　・実施主体　（福）栃木県社会福祉協議会
　・補 助 率　国10/10

３新型コロナウイルス
感染症生活困窮者
自 立 支 援 金 支 給
事 業 費

46,662 　コロナ禍における物価高騰等の影響を受け生活が困窮する世帯
に対する支援金の支給に要する経費の補正
　（補正前） 27,564 →（補正後） 74,226
　１新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金  39,000
・支給対象　総合支援資金の再貸付を終了した世帯、再貸付

について不承認とされた世帯（収入要件、資産
要件、求職活動等要件あり）

　　・支 給 額　単身世帯　　　６万円/月
　　　　　　　　２人世帯　　　８万円/月
　　　　　　　　３人以上世帯　10万円/月
・支給期間　申請月又は申請月の翌月から３か月（申請受付

は８月末まで）
　　　　　　　　※一度に限り再支給（３か月）が可能
　２支給事務費　 7,662

４生 活 困 窮 者 学 習
支 援 等 事 業 費

12,000 　生活困窮世帯の児童等への学習支援等に要する経費の補正
　（補正前） 23,769 →（補正後） 35,769
・事業内容　学習支援事業を利用する児童・生徒への学用品及

び軽食等の提供

５児 童 扶 養 手 当 費 121,500 　物価高騰等に直面する低所得のひとり親世帯への給付金の支給
に要する経費の補正
　（補正前） 881,038 →（補正後） 1,002,538
　１子育て世帯生活支援特別給付金 116,500
　　・支給対象　県内に住所を有するひとり親世帯の父母等
　　・支 給 額　５万円/児童
　２支給事務費 5,000

〔産業労働観光部〕
６産 業 活 性 化 金 融
対 策 費

909,100 　原油や原材料の価格高騰により売上高等が減少している県内中
小企業者等を支援するための「原油・原材料高騰等緊急対策資
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　金」の貸付けに要する経費
　［資金の概要］
　・融　資　枠　30億円
　・融資対象者　⑴原油・原材料価格上昇などの影響を受けて売

上高又は利益率が減少している中小企業者等
⑵中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規
定による認定を受けた中小企業者等

　・融資限度額　8,000万円
　・融 資 利 率　1.2％以内（保証付/責任共有制度対象外）
                1.4％以内（保証付/責任共有制度対象）
　・融 資 期 間　10年以内（うち据置期間２年以内）

７原油・原材料高騰等
関 連 専 門 家 派 遣
事 業 費

9,526 　県内中小企業・小規模事業者への専門家派遣等による経営再建
支援に要する経費
　・事業内容　専門家派遣による相談、計画策定後のフォロー

アップ支援、金融機関等との調整支援

８ウ ク ラ イ ナ 避 難
民生活支援事業費

3,332 　ウクライナ避難民の生活支援に要する経費
　・事業内容　生活必需品等確保一時金の支給、通訳ボランティ

アの派遣、一時滞在用宿泊施設の提供等

〔農政部〕
９県産アユ種苗生産
緊 急 支 援 事 業 費

3,000 　漁業協同組合連合会が行うアユ種苗の生産に対する助成
・補助率　定額

10新 規 就 農 者 定 着
緊 急 支 援 事 業 費

87,500 　早期の経営安定化に向けた新規就農者の施設整備等に対する助
成
　１施設整備支援事業費 70,000
　　・補助対象　青年等就農計画に位置付ける施設整備費のうち

価格高騰相当分
　　・補 助 率　1/2
　２資材等購入支援事業費 17,500
　　・補助対象　資材、肥料等の購入費のうち価格高騰相当分の

一部
　　・補 助 率　定額

11肥 料 高 騰 対 策
緊 急 支 援 事 業 費

522,000 　肥料の価格高騰の影響を受ける認定農業者等に対する支援金の
支給に要する経費
　１支援金 480,000
　　・支給対象　認定農業者等
　　・支 給 額　7,500円/ha
　２支給事務費 42,000

12水田麦・大豆産地
生 産 性 向 上
事 業 費

63,462 　小麦の生産拡大及び安定生産に必要な取組に対する助成に要す
る経費の補正
　（補正前） 141,369 →（補正後） 204,831
　・事業主体　生産者団体等
　・補助対象　小麦団地化に向けた産地検討会実施、安定多収技

術導入、増産に必要な施設整備等
　・補 助 率　国1/2、定額

13燃油価格高騰対応
省 エ ネ 支 援
事 業 費

93,300 　施設園芸農家の省エネルギー設備の導入に対する助成
　・補助対象　多層カーテン、多段サーモスタッド、循環扇等の
　　　　　　　導入
　・補 助 率　1/2
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14飼料高騰対策緊急
支 援 事 業 費

210,558 　飼料の価格高騰の影響を受ける畜産農家等に対する助成
　１配合飼料価格高騰対策事業費 190,000
・事業内容　配合飼料価格安定制度において畜産農家等が負

担する積立金の価格上昇分（200円/t）を助成
　２自給飼料生産支援事業費 20,558
　　⑴自給粗飼料増産支援事業費 16,290　
　　　・事業主体　農業協同組合等
　　　・補助対象　粗飼料（牧草類）の作付面積拡大に要する種

子購入経費
　　　・補 助 率　1/2
　　⑵経営内放牧導入支援事業費 4,268　
　　　・事業主体　農業協同組合等
　　　・補助対象　未利用地等を活用した放牧に要する牧柵等の

購入経費
　　　・補 助 率　1/2（中山間地域2/3）

〔県土整備部〕
15地 域 公 共 交 通 等
支 援 事 業 費

469,500 　燃料価格高騰の影響を受ける地域公共交通事業者等の事業継続
に対する支援金の支給に要する経費
　１タクシー・貸切バス事業者支援事業費 297,500
　　・事業主体　タクシー事業者、貸切バス事業者
　　・補 助 額　５万円/台（タクシー）
 　　　　　　  　20万円/台（貸切バス）
　２路線バス運行支援事業費 172,000
　　・事業主体　路線バス事業者
　　・補 助 額　40万円/台

（財政課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第342号
　行政不服審査法（平成26年法律第68号）第51条第２項ただし書の規定に基づき、公示の方法により裁決の送
達をする。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　送達を受けるべき者の住所及び氏名
審査請求書に記載された住所　栃木県真岡市長田５丁目８番の１
現　所在不明
審査請求人　飯田　多巳江

２　公示事項
　審査請求人が令和３（2021）年５月14日付けで提起した審査請求について、令和４（2022）年３月30日付
けで裁決をしたが、裁決書の謄本は栃木県保健福祉部生活衛生課において保管し、いつでもこれを交付する
ので、審査請求人は同課に出頭の上、受領されたい。

（生活衛生課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第343号
　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第７条の規定により、肥料を登録したので、同
法第16条第１項の規定により次のとおり公告する。
　　令和４（2022）年６月24日
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栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

登録番号 肥料の種類
肥 料 の
名 称

保証成分量（％）
そ の 他 の
規 格

生産業者の氏名又は
名 称 及 び 住 所

登 録
年 月 日

栃木県
第1923号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状苦土
炭カル肥
料

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

　内く溶性苦土
10.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

村樫石灰工業株式会
社

栃木県佐野市宮下町
１番10号

令 和 ３
（2021）年
12月14日

栃木県
第1558号

炭酸カルシ
ウム肥料

くみあい
15炭酸苦
土石灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

　内く溶性苦土
10.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

宮城石灰工業株式会
社

宮城県登米市中田町
上沼字北桜場86番地

令 和 ３
（2021）年
12月14日

栃木県
第1924号

副産石灰肥
料

おたまご
さん

アルカリ分
70.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

ＷＭ株式会社

栃木県那須塩原市石
林755番地３

令 和 ４
（2022）年
２月18日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第344号
　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第12条第２項の規定により、肥料の登録の有効
期間を更新したので、同法第16条第１項の規定により次のとおり公告する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

登録番号 肥料の種類
肥 料 の
名 称

保証成分量（％）
そ の 他 の
規 格

生産業者の氏名又は
名 称 及 び 住 所

更 新
年 月 日

栃木県
第1301号

消石灰 65消石灰 アルカリ分
65.0

該当なし 東洋砿業株式会社

栃木県佐野市吉水駅
前一丁目20番16

令 和 ３
（2021）年
10月１日

栃木県
第393号

消石灰 野州65消
石灰

アルカリ分
65.0

該当なし 村樫石灰工業株式会
社

栃木県佐野市宮下町
１番10号

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第419号

消石灰 65肥料消
石灰

アルカリ分
65.0

該当なし 吉澤石灰工業株式会
社

栃木県佐野市宮下町
７番10号

令 和 ３
（2021）年
10月10日
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栃木県
第409号

消石灰 野州70消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 岡田石灰工業株式会
社

栃木県栃木市鍋山町
440番地

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第384号

消石灰 野州65消
石灰

アルカリ分
65.0

該当なし 清水石灰工業株式会
社

栃木県佐野市山菅町
3637番地

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第412号

消石灰 野州70消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 田源石灰工業株式会
社

栃木県栃木市河合町
２番３号

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第428号

消石灰 野州65消
石灰

アルカリ分
65.0

該当なし 駒形石灰工業株式会
社

栃木県佐野市あくと
町4201番地

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第429号

消石灰 野州60消
石灰

アルカリ分
60.0

該当なし 駒形石灰工業株式会
社

栃木県佐野市あくと
町4201番地

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第441号

消石灰 野州70消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 荻野高次

栃木県佐野市出流原
町1102番地

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第442号

消石灰 野州65消
石灰

アルカリ分
65.0

該当なし 荻野高次

栃木県佐野市出流原
町1102番地

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第404号

消石灰 野州70消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 田政砿業株式会社

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第405号

消石灰 野州65消
石灰

アルカリ分
65.0

該当なし 田政砿業株式会社

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
10月10日

栃木県
第1758号

生石灰 顆粒33苦
土生石灰

アルカリ分
109.0

可溶性苦土
33.0

　内く溶性苦土
32.0

該当なし 田源石灰工業株式会
社

栃木県栃木市河合町
２番３号

令 和 ３
（2021）年
10月21日
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栃木県
第1759号

生石灰 30苦土生
石灰

アルカリ分
100.0

く溶性苦土
30.0

該当なし 株式会社オクト

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
11月４日

栃木県
第1760号

消石灰 70肥料消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 株式会社オクト

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
11月４日

栃木県
第1761号

消石灰 72顆粒肥
料消石灰

アルカリ分
72.0

該当なし 株式会社オクト

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
11月４日

栃木県
第1762号

炭酸カルシ
ウム肥料

粉状11炭
酸苦土石
灰

アルカリ分
60.0

く溶性苦土
11.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

株式会社オクト

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
11月４日

栃木県
第1763号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状16炭
酸苦土石
灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
16.0

　内く溶性苦土
11.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

株式会社オクト

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
11月４日

栃木県
第1764号

消石灰 70肥料消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 協和株式会社

栃木県佐野市築地町
５番11号

令 和 ３
（2021）年
11月14日

栃木県
第1258号

混合石灰肥
料

顆粒混合
石灰

アルカリ分
50.0

く溶性苦土
10.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

駒形石灰工業株式会
社

栃木県佐野市あくと
町4201番地

令 和 ３
（2021）年
11月９日

栃木県
第1305号

消石灰 ５苦土消
石灰

アルカリ分
70.0

く溶性苦土
5.0

該当なし 飯塚光起

栃木県鹿沼市加園
975番地

令 和 ３
（2021）年
11月17日

栃木県
第881号

消石灰 18苦土消
石灰

アルカリ分
70.0

く溶性苦土
18.0

該当なし 駒形石灰工業株式会
社

栃木県佐野市あくと
町4201番地

令 和 ３
（2021）年
12月１日

栃木県
第1630号

生石灰 30苦土生
石灰

アルカリ分
100.0

く溶性苦土
30.0

該当なし 片柳石灰工業株式会
社

栃木県佐野市出流原
町70番地

令 和 ３
（2021）年
12月４日
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栃木県
第1631号

消石灰 72顆粒肥
料消石灰

アルカリ分
72.0

該当なし 片柳石灰工業株式会
社

栃木県佐野市出流原
町70番地

令 和 ３
（2021）年
12月４日

栃木県
第1633号

消石灰 70肥料消
石灰

アルカリ分
70.0

該当なし 片柳石灰工業株式会
社

栃木県佐野市出流原
町70番地

令 和 ３
（2021）年
12月４日

栃木県
第1634号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状16炭
酸苦土石
灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
16.0

　内く溶性苦土
11.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

片柳石灰工業株式会
社

栃木県佐野市出流原
町70番地

令 和 ３
（2021）年
12月４日

栃木県
第1850号

配合肥料 日清有機
入 り Ｎ
Ｏ．２

窒素全量
2.0

りん酸全量
9.0

　内く溶性りん酸
5.0

加里全量
5.0

　内く溶性加里
4.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

日清ガーデンメイト
株式会社

東京都中央区新川一
丁目23番１号

令 和 ３
（2021）年
12月25日

栃木県
第1128号

生石灰 28苦土生
石灰

アルカリ分
95.0

く溶性苦土
28.0

該当なし 岡田石灰工業株式会
社

栃木県栃木市鍋山町
440番地

令 和 ４
（2022）年
１月５日

栃木県
第1635号

混合石灰肥
料

腐植酸苦
土入り顆
粒混合石
灰20号

アルカリ分
39.0

可溶性苦土
10.0

　内く溶性苦土
8.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

駒形石灰工業株式会
社

栃木県佐野市あくと
町4201番地

令 和 ４
（2022）年
２月４日

栃木県
第1636号

混合石灰肥
料

腐植酸苦
土入り顆
粒混合石
灰30号

アルカリ分
37.0

可溶性苦土
9.0

　内く溶性苦土
7.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

駒形石灰工業株式会
社

栃木県佐野市あくと
町4201番地

令 和 ４
（2022）年
２月４日

栃木県
第1308号

生石灰 顆粒苦土
生石灰

アルカリ分
95.0

該当なし 村樫石灰工業株式会
社

令 和 ４
（2022）年
２月５日
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く溶性苦土
28.0

栃木県佐野市宮下町
１番10号

栃木県
第1686号

混合石灰肥
料

粒状混合
消石灰肥
料

アルカリ分
75.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

有限会社リムサーチ

東京都新宿区新宿一
丁目20番２号

令 和 ４
（2022）年
２月15日

栃木県
第1896号

副産石灰肥
料

粒状ドロ
マイトパ
ワー

アルカリ分
72.0

く溶性苦土
21.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

田源石灰工業株式会
社

栃木県栃木市河合町
２番３号

令 和 ４
（2022）年
２月19日

栃木県
第1897号

副産石灰肥
料

ドロマイ
トパワー
21

アルカリ分
72.0

く溶性苦土
21.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

田源石灰工業株式会
社

栃木県栃木市河合町
２番３号

令 和 ４
（2022）年
２月19日

栃木県
第1561号

消石灰 防散消石
灰

アルカリ分
68.0

該当なし 東洋砿業株式会社

栃木県佐野市吉水駅
前一丁目20番16

令 和 ４
（2022）年
２月27日

栃木県
第1767号

混合石灰肥
料

粒状土壌
改良混合
石灰肥料

アルカリ分
48.0

く溶性苦土
10.0

含有を許さ
れる有害成
分の最大量
及びその他
の制限事項
は、公定規
格のとおり

有限会社リムサーチ

東京都新宿区新宿一
丁目20番２号

令 和 ４
（2022）年
３月１日

栃木県
第1768号

炭酸カルシ
ウム肥料

プラント
エイド

アルカリ分
50.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

有限会社田畑

千葉県松戸市五香一
丁目９番地の７

令 和 ４
（2022）年
３月５日

栃木県
第1769号

炭酸カルシ
ウム肥料

ビックア
イランド

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

泉工業株式会社

栃木県佐野市築地町
715番地

令 和 ４
（2022）年
３月30日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第345号
　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第14条の規定により、次の肥料の登録は失効し
たので、同法第16条第１項の規定により次のとおり公告する。
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　　令和４（2022）年６月24日
栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

登録番号 肥料の種類
肥 料 の
名 称

保証成分量（％）
そ の 他 の
規 格

生産業者の氏名又は
名 称 及 び 住 所

失 効
年 月 日

栃木県
第851号

消石灰 野州18苦
土消石灰

アルカリ分
70.0

く溶性苦土
18.0

該当なし 田源石灰工業株式会
社

栃木県栃木市河合町
２番３号

令 和 ３
（2021）年
10月11日

栃木県
第1376号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状10炭
酸苦土石
灰

アルカリ分
55.0

く溶性苦土
10.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

田源石灰工業株式会
社

栃木県栃木市河合町
２番３号

令 和 ３
（2021）年
10月11日

栃木県
第471号

生石灰 野州純白
95生石灰

アルカリ分
95.0

該当なし 清水石灰工業株式会
社

栃木県佐野市山菅町
3637番地

令 和 ３
（2021）年
11月22日

栃木県
第1632号

消石灰 72防散消
石灰

アルカリ分
72.0

該当なし 片柳石灰工業株式会
社

栃木県佐野市出流原
町70番地

令 和 ３
（2021）年
11月25日

栃木県
第1480号

消石灰 防散苦土
消石灰

アルカリ分
75.0

く溶性苦土
20.0

該当なし 田政砿業株式会社

栃木県栃木市沼和田
町５番41号

令 和 ３
（2021）年
12月８日

栃木県
第1558号

炭酸カルシ
ウム肥料

くみあい
15炭酸苦
土石灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

　内く溶性苦土
10.0

その他の制
限事項は、
公定規格の
とおり

宮城石灰工業株式会
社

宮城県登米市中田町
上沼字北桜場86番地

令 和 ３
（2021）年
12月14日

栃木県
第1804号

生石灰 高苦土生
石灰

アルカリ分
100.0

く溶性苦土
30.0

該当なし 株式会社サンシン
ワークス

長野県諏訪郡富士見
町富士見248-347

令 和 ４
（2022）年
１月19日

栃木県
第1851号

副産植物質
肥料

酵母細胞
壁YPR

窒素全量
3.5

該当なし アサヒグループ食品
株式会社

東京都墨田区吾妻橋
一丁目23番１号

令 和 ４
（2022）年
２月28日

（経営技術課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第346号
　次の者から申請のあった土地改良区の設立に関し、土地改良法（昭和24年法律第195号）第８条第１項の規
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定により、土地改良事業計画及び定款について審査を行った結果適当と決定したので、同条第６項の規定によ
り公告する。
　なお、同項の規定により、土地改良事業計画書及び定款の写しを所轄農業振興事務所において縦覧に供す
る。
　この公告に係る決定に対して異議がある者は、同法第９条第１項の規定により、所轄農業振興事務所を経由
して、栃木県知事に申し出ることができる。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

申 請 人
土地改良区名 事 業 名 縦 覧 期 間 異議申出期限 所轄農業振興

事 務 所住 所 氏 名

鹿沼市
千 渡
1331

宇賀神鎮雄
ほか23名

千渡土地改良
区

維持管理
事業

令和４（2022）年６
月27日から
同年７月25日まで

令和４（2022）年
８月９日

上都賀農業振
興事務所

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第347号
　次の事業の土地改良事業計画を定めたので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第５項の規定によ
り公告する。
　なお、同法第87条第５項の規定により、土地改良事業計画書の写しを所轄農業振興事務所において縦覧に供
する。
　この公告に係る決定については、所轄農業振興事務所を経由して、栃木県知事に同法第87条第６項の審査請
求をすることができる。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

事 業 名 縦 覧 期 間 審 査 請 求 期 限 所轄農業振興事務所

県営千渡地区土地改良
（区画整理）事業

令和４（2022）年６月27日から
同年７月25日まで

令和４（2022）年
８月９日

上都賀農業振興事務所

（農地整備課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第348号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和４（2022）年６月24日から同年７月25日まで
一般の縦覧に供する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
道路の種類　県道
路　線　名　主要地方道　藤原宇都宮線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

67
前 塩谷郡塩谷町大字上寺島字離山1160-４から

塩谷郡塩谷町大字上寺島字離山1160-４まで 8.8 ～ 19.2 285.7

後 塩谷郡塩谷町大字上寺島字離山1160-４から
塩谷郡塩谷町大字上寺島字離山1160-４まで 15.0 ～ 20.5 285.7

　───────────────────────────────────────────────
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栃木県告示第349号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、令和４（2022）年６月24日から同年７月25日まで
一般の縦覧に供する。
　　令和４（2022）年６月24日

　　栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

44 主 要 地 方 道
栃 木 二 宮 線

下野市仁良川字鳥羽見1681-17から
下野市仁良川字鳥羽見1677まで

令和４（2022）年
６月24日

（道路保全課）　
　───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○大規模小売店舗の変更の届出
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定により大規模小売店舗の変更に関する届
出があったので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告し、当該届出及
び添付書類を縦覧に供する。
　なお、同法第８条第２項の規定により、意見を有する者は、令和４（2022）年10月24日までに知事に意見書
を提出することができる。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
たいらや自治医大店
下野市緑四丁目26番３　外

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所
東京センチュリー株式会社
東京都千代田区神田練塀町３番地 

３　変更の概要

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変 更 年 月 日

大規模小売店舗を設置
する者の住所及び代表
者の氏名

東京センチュリー株式会社
代表取締役　野上　誠
東京都千代田区神田練塀町
３番地

東京センチュリー株式会社
代表取締役　馬場　高一
東京都千代田区神田練塀町
３番地

令和４（2022）年４月
１日

４　届出年月日
令和４（2022）年６月14日

５　縦覧場所
栃木県産業労働観光部経営支援課

（経営支援課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○令和４（2022）年度屋外広告物講習会の開催
　栃木県屋外広告物条例（昭和39年栃木県条例第64号）第27条第１項の規定により、令和４（2022）年度屋外
広告物講習会を開催するので、栃木県屋外広告物条例施行規則（平成11年栃木県規則第46号）第18条第１項の
規定により次のとおり公告する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
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１　日時
令和４（2022）年８月26日（金）　午前９時25分から午後５時まで

２　場所
宇都宮市本町１丁目８号　栃木県総合文化センター３階　第１会議室

３　受講定員
48名

４　講習課程
⑴　屋外広告物の法令に関する課程
⑵　屋外広告物の表示の方法に関する課程
⑶　屋外広告物の施工に関する課程
５　受講手続
⑴　提出書類、提出先及び提出方法
　屋外広告物講習会受講申請書に所定の事項を記入し、受講手数料として3,600円分の栃木県収入証紙及
び写真（申請前６月以内に無帽子で正面から上半身を撮影した縦５センチメートル、横４センチメートル
のもの）１枚を屋外広告物講習会受講申請書に貼付の上、最寄りの土木事務所屋外広告物担当窓口に持参
すること（郵送では受け付けない。）。
⑵　受付期間及び受付時間
　令和４（2022）年７月１日（金）から同月29日（金）までの日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の
午前８時30分から午後５時15分まで（ただし、定員に達した場合は、受付期間内であっても受付を締め切
ることがある。）

６　講習課程の一部免除
　次のいずれかに該当する者については、講習課程のうち屋外広告物の施工に関する課程が免除されるの
で、屋外広告物講習会受講申請書にその者であることを証する書面又はその写しを添付すること。
⑴　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者
⑵　電気工事士法（昭和35年法律第139号）第２条第４項に規定する電気工事士の資格を有する者
⑶　電気事業法（昭和39年法律第170号）第44条第１項第１号から第３号までに掲げるいずれかの種類の主
任技術者免状の交付を受けている者
⑷　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第20条に規定する公共職業訓練若しくは同法第24条第３項
に規定する認定職業訓練の課程（帆布製品製造科に係るものに限る。）を修了した者、同法第28条第２項
に規定する職業訓練指導員免許（帆布製品製造科に係るものに限る。）を有する者、同法第44条第２項に
規定する技能検定（帆布製品製造科に係るものに限る。）に合格した者又は職業能力開発促進法の一部を
改正する法律（平成４年法律第67号）による改正前の職業能力開発促進法第８条第１号に規定する養成訓
練若しくは同条第３号に規定する能力再開発訓練の課程（帆布製品製造科に係るものに限る。）を修了し
た者

７　その他
⑴　屋外広告物講習会案内及び屋外広告物講習会受講申請書は、各土木事務所で配布するほか、栃木県県
土整備部都市計画課のホームページ（http://www.pref.tochigi.lg.jp/h08/town/machidukuri/keikan/071.
html）からダウンロードすることができる。
　なお、郵送を希望する場合は、封筒の表に「屋外広告物講習会案内希望」と朱書し、角２の返信用封筒
（宛先を明記し、120円切手を貼付したもの）を同封の上、栃木県県土整備部都市計画課宛て請求するこ
と。
⑵　講習会に関する問合せ先
〒320-8501　宇都宮市塙田１丁目１番20号
栃木県県土整備部都市計画課景観づくり担当
電話番号　028-623-2463

　───────────────────────────────────────────────
　　　○開発行為の工事完了
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　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第２項の規定により、開発行為に関する工事の完了に係る検査
済証を交付したので、同条第３項の規定により公告する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

開 発 区 域
（工区に含まれる地域の名称）

開 発 許 可 を 受 け た 者

住 所 氏 名

河内郡上三川町大字西汗字中赤堀1705番35 宇都宮市江曽島町1352番地２大和Ⅰ
102号室

石 　 濱 　 　 　 聡

芳賀郡芳賀町大字西水沼3314番２ 宇都宮市清原台６丁目１番５号リヴ
シャンティー 103号室

鈴 　 木 　 雅 　 巳

芳賀郡芳賀町大字下高根沢字中1424番２ 芳賀郡芳賀町大字下高根沢1701番地 小 　 林 　 直 　 貴

下都賀郡壬生町大字安塚字南五味梨2999番
13、2999番22、3001番２、3005番１

下都賀郡壬生町大字安塚2999番地13 水 　 間 　 健 　 介

下都賀郡壬生町大字国谷字大明神322番298、
322番299

宇都宮市若松原２丁目11番27号シャ
ルムコートＣ102

福 　 士 　 り か 子
福 　 士 　 拓 　 海

下都賀郡壬生町大字福和田字東原1588番25、
1588番３の一部

下都賀郡壬生町大字福和田1588番地
３

石 　 川 　 啓 　 三

下都賀郡壬生町大字羽生田字二本木1023番３ 小山市若木町３丁目18番48号サン・
アルボーロＬ棟101号室

横 　 塚 　 奈 通 季
横 　 塚 　 龍 　 人

下都賀郡野木町大字川田字八幡脇182番21、
182番22

茨城県古河市坂間176番地８オリオ
ンＢ－202

靍 　 見 　 直 　 幸

下都賀郡野木町大字野渡字狐塚138番３、143
番３

神奈川県座間市広野台１丁目５番17
号メゾン高恵201号

坂 　 尻 　 真 　 美

下都賀郡野木町大字友沼字卯ノ木5942番４ 下都賀郡野木町大字野木1840番地１
プラネット101号

水 　 沼 　 美 由 紀

下都賀郡野木町大字野渡字帯屋塚341番５ 下都賀郡野木町大字潤島86番地１リ
ドレーノアⅢ103号

山 　 中 　 雄 　 太
山 　 中 　 優 理 香

下都賀郡野木町大字野木字宿東裏3592番１ 下都賀郡野木町大字野木2038番地２ 野 　 口 　 拓 　 也

（都市計画課）　
　───────────────────────────────────────────────

選挙管理委員会
栃木県選挙管理委員会告示第33号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定による政治団体の設立の届出について、ク
リーンな栃木市をつくる会から訂正の届出があったので、同法第７条の２第１項の規定に基づく政治団体の設
立の告示（令和４年３月29日栃木県選挙管理委員会告示第５号）の一部を次のとおり訂正する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　
　（国会議員関係政治団体に該当しない政党以外の政治団体）表中
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「

を
クリーンな栃木
市をつくる会

高際　澄雄 中田　通夫 栃木県栃木市藤岡町藤岡155-４
令 和 ４
（2022）年
１月18日

」
「

に改める。
クリーンな栃木
市をつくる会

高際　澄雄 中田　通夫 栃木県栃木市藤岡町藤岡1555-４
令 和 ４
（2022）年
１月18日

」
　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第34号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定による政治団体の設立の届出があったので、
同法第７条の２第１項の規定により、その名称等を次のとおり告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　
（法第19条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部）

政治団体の名称 代 表 者 の
氏 名

会計責任者
の 氏 名

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

公職の種類
（第１号）

一以上の市町村等
の区域を単位とし
て設けられる支部

届 出
年 月 日

日本維新の会参
議院栃木県選挙
区第１支部

安形　裕美 伊藤　純子 栃木県日光市倉ケ
崎122-１ 参議院議員 ○

令 和 ４
（2022）年
５月19日

立憲民主党栃木
県参議院選挙区
第１総支部

板倉　京 塚本　信人 栃木県宇都宮市桜
２-１-30 参議院議員 ○

令 和 ４
（2022）年
４月25日

（法第19条の７第１項第１号及び第２号に係る国会議員関係政治団体に該当する政党以外の政治団体）

政治団体の名称 代 表 者 の
氏 名

会計責任者
の 氏 名

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

公職の種類
（第１号）

公職の候補者の
氏名及び公職の
種類（第２号）

届 出
年 月 日

みやこ会 板倉　京 塚本　信人 栃木県宇都宮市桜
２-１-30 参議院議員 板倉　京、参

議院議員

令 和 ４
（2022）年
５月23日

（国会議員関係政治団体に該当しない政党以外の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 代 表 者 の
氏 名

会計責任者
の 氏 名 主たる事務所の所在地 届出年月日

石川ひろし後援会 石川　浩 石川　ツヤノ 栃木県下野市駅東７-10-
19

令和４（2022）年
３月22日

おおくまひろさと後援会 野添　透 原田　幹男 栃木県宇都宮市竹林町494-
１

令和４（2022）年
５月31日

川田俊介後援会 川田　俊介 川田　健太郎 栃木県栃木市大平町下皆川
819-１

令和４（2022）年
４月６日

小池哲也後援会 小池　哲也 小池　敬二 栃木県塩谷郡高根沢町光陽
台２-10-12

令和４（2022）年
４月１日

紅葉会 長浜　成仁 小野崎　清 栃木県佐野市閑馬町2480 令和４（2022）年
４月７日



（802） 栃 木 県 公 報 第315号令和４（2022）年６月24日　金曜日

参政党栃木支部 原田　幹男 七尾　一平 栃木県宇都宮市中久保２-
８-21

令和４（2022）年
５月２日

鈴木かずし後援会 鈴木　一司 大嶋　勝 栃木県下野市小金井96-３ 令和４（2022）年
４月13日

野口まさひろを励ます会 野口　昌宏 松本　潔 栃木県塩谷郡高根沢町宝石
台５-７-１

令和４（2022）年
３月９日

浜野正義後援会 滝口　𠀋味 水上　正治 栃木県那須烏山市志鳥3289 令和４（2022）年
４月５日

松山ひろし後援会 松山　裕 鈴木　邦彦 栃木県下野市石橋547-11 令和４（2022）年
３月17日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第35号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条の規定による政治団体の届出事項の異動の届出があったの
で、同法第７条の２第１項の規定により、その名称等を次のとおり告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　
（政党の支部）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異 動 年 月 日

国民民主党栃木県
総支部連合会 駒場　昭夫

代表者の氏名 駒場　昭夫 齋藤　孝明
令和４（2022）年
３月８日会計責任者

の 氏 名 眞壁　俊郎 横山　朋子

国民民主党栃木県
第１区総支部 駒場　昭夫

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
下川俣町５-２

栃木県宇都宮市
東塙田１-６-29

令和４（2022）年
３月８日代表者の氏名 駒場　昭夫 齋藤　孝明

会計責任者
の 氏 名 宇梶　哲 横山　朋子

会計責任者
の 氏 名 横山　朋子 宇梶　哲 令和４（2022）年

４月13日

自由民主党国分寺
支部 大橋　久也

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県下野市柴
1320-２

栃木県下野市小
金井２-３-８ 令和４（2022）年

５月18日
代表者の氏名 大橋　久也 岡本　鉄男

自由民主党佐野支
部 篠原　一世

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県佐野市下
羽田町1031-３

栃木県佐野市若
宮上町13-10

令和４（2022）年
５月14日代表者の氏名 篠原　一世 金子　裕

会計責任者
の 氏 名 小暮　博志 石川　剛

自由民主党栃木県
医療会支部 長島　徹

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県佐野市葛
生東１-10-27

栃木県宇都宮市
大通り３-１-15

令和４（2022）年
４月１日代表者の氏名 長島　徹 五味渕　秀幸

会計責任者
の 氏 名 浅井　秀実 長島　徹
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自由民主党栃木県
日光市第三支部 加藤　雄次 主たる事務所

の 所 在 地
栃木県日光市今
市1527

栃木県日光市町
谷1027

令和３（2021）年
10月１日

自由民主党野木町
支部 眞瀬　薫正

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県下都賀郡
野木町丸林642-
８

栃木県下都賀郡
野木町友沼2144 令和４（2022）年

４月２日
代表者の氏名 眞瀬　薫正 小林　敏郎

自由民主党南河内
支部 秋山　幸男

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県下野市町
田900

栃木県下野市仁
良川1659 令和４（2022）年

５月１日
代表者の氏名 秋山　幸男 松本　賢一

自由民主党壬生町
支部 赤羽根　信行 代表者の氏名 赤羽根　信行 鈴木　理夫 令和４（2022）年

４月９日

日本維新の会衆議
院栃木県第１選挙
区支部

柏倉　祐司

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
平松町561-7

栃木県宇都宮市
峰４-21-13 令和４（2022）年

４月11日会計責任者
の 氏 名 柏倉　由加里 中澤　一敏

立憲民主党栃木県
第１区総支部 福田　昭夫 代表者の氏名 福田　昭夫 渡邉　典喜 令和４（2022）年

３月22日

立憲民主党栃木県
第３区総支部 福田　昭夫 代表者の氏名 福田　昭夫 伊賀　央 令和４（2022）年

３月22日

（政党以外の政治団体）

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異 動 年 月 日

安藤りょうこと歩
む会 安藤　良子 主たる事務所

の 所 在 地
栃木県小山市神
山２-５-33

栃木県小山市神
鳥谷2259-13

令和３（2021）年
11月25日

上野みちこ・とち
ぎネットワーク 坂入　道子 代表者の氏名 坂入　道子 森山　眞弓

令和４（2022）年
５月26日

宇都宮市歯科医師
連盟 北條　茂男 会計責任者

の 氏 名 生井　俊一 長谷川　英一
令和３（2021）年
７月１日

小野瀨隆久後援会 小野瀨　隆久 会計責任者
の 氏 名 小野瀨　泰弘 中村　正敏

令和４（2022）年
１月１日

柏倉ゆうじ後援会 柏倉　祐司

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
平松町561-７

栃木県宇都宮市
峰４-21-13 令和４（2022）年

４月11日会計責任者
の 氏 名 柏倉　由加里 茂木　大育

欽友会 保母　欽一郎 会計責任者
の 氏 名 櫻井　敦志 新村　浩一

令和４（2022）年
３月10日

クリーンな栃木市
をつくる会

中田　通夫

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県栃木市大
平町西野田294-
６

栃木県栃木市藤
岡町藤岡1555-
４ 令和４（2022）年

３月21日代表者の氏名 中田　通夫 高際　澄雄

会計責任者
の 氏 名 早乙女　利次 中田　通夫

高際　澄雄 代表者の氏名 高際　澄雄 中田　通夫 令和４（2022）年
３月27日
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小池あつし後援会 小池　篤史 主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
元今泉５-１-１

栃木県宇都宮
市中今泉３-15-
30

令和４（2022）年
１月１日

小島こういち後援
会 小島　耕一 会計責任者

の 氏 名 越井　達夫 大塚　秀雄 令和３（2021）年
４月１日

斉藤たかあき後援
会 板垣　弘一 主たる事務所

の 所 在 地
栃木県宇都宮市
立伏町471-８

栃木県宇都宮市
東塙田１-６-29

令和４（2022）年
３月11日

斉藤たかあきを支
える会 齋藤　孝明 主たる事務所

の 所 在 地
栃木県宇都宮市
立伏町471-８

栃木県宇都宮市
東塙田１-６-29

令和４（2022）年
３月11日

鈴木たかしを励ま
す会 蜂巢　貞美 会計責任者

の 氏 名 鈴木　隆 荻原　智光 令和４（2022）年
３月29日

全日本不動産政治
連盟栃木県本部 稲川　知法 会計責任者

の 氏 名 栗原　秀也 森田　努 令和３（2021）年
５月18日

栃木県医師連盟塩
谷郡市支部 阿久津　博美 会計責任者

の 氏 名 花塚　和伸 村井　成之 令和４（2022）年
５月17日

栃木創生の会 佐藤　州司 会計責任者
の 氏 名 櫻井　敦志 新村　浩一 令和４（2022）年

３月10日

とちぎ未来戦略研
究会 金子　達

会計責任者
の 氏 名 宇梶　哲 横山　朋子 令和４（2022）年

３月８日

会計責任者
の 氏 名 駒場　昭夫 宇梶　哲 令和４（2022）年

４月13日

西川やすお後援会 西川　鎭央

公職の種類
（第一号） 参議院議員 衆議院議員

令和４（2022）年
３月22日

公職の候補者
の氏名及び公
職の種類（第
二号）

西川　鎭央、参
議院議員

西川　鎭央、衆
議院議員

日本弁護士政治連
盟栃木県支部 橋本　賢二郎

代表者の氏名 橋本　賢二郎 小沼　洸一郎
令和４（2022）年
４月８日会計責任者

の 氏 名 橋本　賢二郎 小沼　洸一郎

日本薬業政治連盟
栃木県支部 佐藤　聖司

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
砥上町1150-２

栃木県宇都宮市
問屋町3172-８ 令和４（2022）年

４月１日
代表者の氏名 佐藤　聖司 小林　孝徳

藤田きんや後援会 江俣　俊美 主たる事務所
の 所 在 地

栃木県矢板市幸
岡139-１

栃木県矢板市扇
町２-１-24

令和４（2022）年
４月１日

保母欽一郎後援会 佐藤　州司
代表者の氏名 佐藤　州司 舩田　沆

令和４（2022）年
３月10日会計責任者

の 氏 名 櫻井　敦志 新村　浩一

益子たけひろ後援
会 益子　丈弘 会計責任者

の 氏 名 田﨑　佳恵 須永　拓雄 令和３（2021）年
12月31日

真瀬よしまさ後援
会 伏木　輝雄 代表者の氏名 伏木　輝雄 川島　茂男 令和３（2021）年

10月16日
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松本喜一後援会 野中　克昭

代表者の氏名 野中　克昭 松本　好司
令和３（2021）年
12月28日会計責任者

の 氏 名 柏倉　修次 鶴見　光

見形和久後援会 斎藤　俊作 代表者の氏名 斎藤　俊作 尾形　新一郎 令和４（2022）年
３月22日

壬生町建産連政治
連盟 佐藤　豊忠 会計責任者

の 氏 名 佐藤　守 小林　雅雄 令和３（2021）年
４月１日

渡辺喜美後援会総
連合会 渡辺　文久 代表者の氏名 渡辺　文久 臼井　亮平 令和４（2022）年

４月１日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第36号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体の解散の届出があったので、
同条第３項の規定により、その名称等を次のとおり告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　
（政党の支部）

政 治 団 体 の 名 称 代 表 者 の 氏 名 主たる事務所の所在地 解散年月日

自由民主党栃木県さくら
市・塩谷郡第四支部 西川　鎭央 栃木県さくら市北草川２-

17-１
令和４（2022）年
３月14日

（政党以外の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 代 表 者 の 氏 名 主たる事務所の所在地 解散年月日

大島一生後援会 柴田　政則 栃木県日光市板橋3287-１ 令和４（2022）年
３月11日

大嶋はるひろ後援会 大嶋　晴宏 栃木県塩谷郡塩谷町大宮
1362-４

令和３（2021）年
12月31日

小野瀨隆久後援会 小野瀨　隆久 栃木県小山市犬塚２-３-９ 令和４（2022）年
４月11日

クリエイティブ２１ 石坂　真一 栃木県真岡市台町13-４ 令和４（2022）年
３月28日

真友会 田上　貴 栃木県真岡市台町13-４ 令和４（2022）年
３月28日

髙橋正則後援会 加藤　孝男 栃木県芳賀郡益子町益子
1538

令和３（2021）年
12月31日

長沢はるお後援会 須藤　和一 栃木県下都賀郡野木町野渡
2798

令和４（2022）年
３月31日

本郷じゅんいち励ます会 本郷　淳一 栃木県佐野市大橋町3173-
５

令和４（2022）年
３月21日

松本けんいち後援会 坂本　清士 栃木県下野市仁良川1659 令和４（2022）年
３月11日

よしなり伸一励ます会 吉成　伸一 栃木県那須塩原市島方209-
３

令和４（2022）年
３月21日
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リバティーネットワーク佐
野 四十八願　好造 栃木県佐野市相生町673 令和４（2022）年

３月31日

わかたべ治彦会 若田部　治彦 栃木県佐野市奈良渕町670 令和４（2022）年
３月21日

わかたべ治彦後援会 飯田　喜美雄 栃木県佐野市奈良渕町670 令和４（2022）年
３月21日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第37号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定による資金管理団体の指定の届出があったの
で、同法第19条の２第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　

届出者（代表者）
の 氏 名 公職の種類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 指定年月日

石川　浩 下野市議会議員 石川ひろし後援会 栃木県下野市駅東
７-10-19

令和４（2022）年
３月20日

板倉　京 参議院議員 みやこ会 栃木県宇都宮市桜
２-１-30

令和４（2022）年
４月19日

小池　哲也 高根沢町議会議員 小池哲也後援会 栃木県塩谷郡高根沢
町光陽台２-10-12

令和４（2022）年
４月１日

鈴木　一司 下野市議会議員 鈴木かずし後援会 栃木県下野市小金井
96-３

令和４（2022）年
４月10日

長浜　成仁 佐野市議会議員 紅葉会 栃木県佐野市閑馬町
2480

令和４（2022）年
４月７日

野口　昌宏 高根沢町議会議員 野口まさひろを励ます
会

栃木県塩谷郡高根沢
町宝石台５-７-１

令和４（2022）年
３月６日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第38号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項第３号の規定による資金管理団体の届出事項の異動
の届出があったので、同法第19条の２第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　

届出者の氏名 資 金 管 理 団 体
の 名 称 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

安藤　良子 安藤りょうこと歩
む会

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県小山市神
山２-５-33

栃木県小山市神
鳥谷2259-13

令和３（2021）年
11月25日

柏倉　祐司 柏倉ゆうじ後援会 主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
平松町561-７

栃木県宇都宮市
峰４-21-13

令和４（2022）年
４月11日

金子　裕 金子ゆたか後援会 公職の種類 佐野市長 栃木県議会議員 令和３（2021）年
２月17日

小池　篤史 小池あつし後援会 主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
元今泉５-１-１

栃木県宇都宮
市中今泉３-15-
30

令和４（2022）年
１月１日
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齋藤　孝明 斉藤たかあきを支
える会

主たる事務所
の 所 在 地

栃木県宇都宮市
立伏町471-８

栃木県宇都宮市
東塙田１-６-29

令和４（2022）年
３月11日

西川　鎭央 西川やすお後援会 公職の種類 参議院議員 衆議院議員 令和４（2022）年
３月22日

　───────────────────────────────────────────────
栃木県選挙管理委員会告示第39号
　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項第２号の規定による資金管理団体でなくなった旨の
届出があったので、同法第19条の２第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和４（2022）年６月24日

栃木県選挙管理委員会委員長　　伊　　藤　　　　　勤　　
法第19条第３項第２号による届出

届 出 者 の 氏 名 資 金 管 理 団 体 の 名 称 資金管理団体でなくなった年月日

石坂　真一 クリエイティブ２１ 令和４（2022）年３月28日

小野瀨　隆久 小野瀨隆久後援会 令和４（2022）年４月11日

本郷　淳一 本郷じゅんいち励ます会 令和４（2022）年３月21日

吉成　伸一 よしなり伸一励ます会 令和４（2022）年３月21日

若田部　治彦 わかたべ治彦会 令和４（2022）年３月21日

　───────────────────────────────────────────────


